
基本目標Ⅲ  

基本目標Ⅲ 労働者が安心して快適に働くことができる環境を整備すること  

施策目標3 労働災害に被災した労働者等の公正な保護を行うとともに、その社会復帰の促進等を図ること  

、迅速かつ適正な労災保険給付を行い、被災労■者等  
3－1 芳災毘芸〇芸這岩ここノ芸正こ芸言吉子了；ことによ； の保護を図ること  

個別目標1 医学的に判断が難しい等により労災保険給付の決定       に長期間を要している事案の解消を図ること芳芙諜  

【主な事務事業】  

・労災保険給付  
ニインニンフ  

【個別目標に係る指標（達成水準／達成時期）】  

・医学的に判断が難しい等により労災保険給付の決定に長期間を  
要している事案敬（前年摩以F／／′毎年度）  

個別目標2 労災保険給付の適正な給付を図るこ  【主な事務事業】  
療養（補償）給  

【個別目標に係る指標  ／達成時期）】  遺族（補  金給付の事業  
る指標5と同じ   償）年金給付の事業  

3－2 被災労働者等の社会復帰促進・援護等を図ること  

個別目療1 被災労働者等の社会復帰促進・援護等を図ること  【主な事務事業】   

・義肢等補装具支給の事業  
・アフターケア実施の事業  

・未払貸金の立替払事業  

【個別目標に係る指標（達成水準／達成時期）】  

施策目標3－2に係る指標1及び2と同じ  

個別目標2 被災労働者等の援護等を図ること  【主な事務事業】  
労災就学等援護  

【個別目標に係る指標（達  成時期）】  未払賃金の  
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基本目標Ⅲ  

基本目標Ⅲ 労働者が安心して快適に働くことができる環境を整備すること  

施策目標4 勤労者生活の充実を図ること  

4－1労働時間等の設定改善の促進等を通じた仕事と生活の調和対策を推進すること  

【施策目標に係る指標（達成水準／達成時期】  
1労働時間等の課題について労使が話し合いの機会を設けている割合（前年以上／／毎年）  

口 l／1～⊥ り ＼▲ 】．】′U′ 」れ． ▲ P・一＜ンへ．．．」－′ワ、＿′ ′ ■ ′tへ．‘」▲ － んJLノ  即l  

牢以下／毎年）  

3年次有給休暇取得率（前年以上／毎年）  

個別目標1 労働時間等の設定改善に向けた取組を推進すること     【主な事務事業】  

・労働時間等設定改善援助事業  
【個別目標に係る指標（達成水準／達成時期）】  ・労働時間等設定改善推進助成  
・施策目標4－1に係る指標1二旦と同じ  金  
・30歳代男性の適者働時間60時間以上の就業者の割合（前年  
以下／／毎年）  Yノー■rフr∈＿」l、－′ヽJ7■ノト」＿」■■■l・■lノヽnl▲  

特徴奨  
・職場意識改善助成金  

個別目標2 仕事と生活の調和に係る社会的気運を醸成すること    【主な事務事業】  
・仕事と生活の調和推進プロジ  

【個別目標に係る指標（達成水準／達成時期）】  ェクト  

■施策目標4－1に係る指標1二旦と同じ  ・仕事と生活の調和推進会議の  
開催  

」・■■⊥－1トl 

≠帝推進  

個別目標3 多様な働き方に対応した労働衆境等を整備すること  【主な事務事業】  
・特別な休暇制度普及促進事業  

【個別目標に係る指痩（達成水準／達成時期）】  ・テレワークわ普及促進等対策  

・特別な休暇制棲普及率（前年以上／／／毎年）  

・テレ「7－Mカー比率（20％／／平成22年）  

評価予定表   備考  
9  20  21  2 2  2 3   ・平成21年度重点評価課題10  
実績  モニ  実績  モニ  実績  少子化社会対策に関連する仕事と生活の調和の実現に向  
、重】   総合  【重】  けた取組  

【重】  ・施策目標ヰlに係るf旨樟は、i仕事と生活の調和推進の  
ための行動指針（平成19年12月、ワーク・ライフ・バラ  

ンス官民トップ会議決定）」に掲げられたものを踏襲、．なお、  

同指針においては、指標1、3に／）いて、それぞれ以Fのよ  
うに中長期的な数値目標（各主体の取組が進んだ場合の社会  

令体の目標値）が掲げられている（いずれも、現状・す5年  
後ナ10年後）  

1：4仁 5％・｝60（‰，全て♂）企業で実施、  

2：10．8％，2割減－・半減  
3：46．6％），60（※）・完令取得  

l／1ノヽJ▲J ヽ′ l Lぺ．lヽ－ノへ／Jlウ 7 b．′Jドp LJ Plll▲リ  ■ ＿′ J lしJl⊥フi ′11ノ′Iヽlヽ・一・lフq▲コ＝              7 ）l⊥・・r 」 ⊥1∪－一H〃リ′lト・〉／プ【iニ′ul・一l－一り ′」一レヽ∩江L」 〉／pl川叫り川口ノT、yフ‾              ■：ンヽ／1ヽ    ‾・′ リ、つ′ヽ’レヽ1ノl■ ⊂－ ヽ  l′l 」－  、 Il／1′｝ J ′■＿C  
4－2 豊かで安定した勤労者生活の実現を図ること  

【施策目標に係る指標（達成水準／達成時期）】   
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基本目標Ⅲ  

基本目標Ⅲ 労働者が安心して快適に働くことができる環境を整備すること  

施策目標6 安定した労使関係等の形成を促進すること  

6－1労使関係が将来にわたり安定的に推移するよう集団的労使関係のルールの確立及び普及等を図るとともに  
集団的労使紛争の迅速かつ適切な解決を図ること  

【施策目標に係る指標（達成水準／達成時期）】  

1労使関係が「安定的に維持されている」及び「概ね安定的に維持されている」と認識している皇室畳券巌綴喜の  

割合（豊艶担金型50％以上／平成20年度）（要塞塵些50％以上／平成21年度）  

個別目標1 集団的労使関係法制の普及啓発を図ること  【主な事務事業】  
・国際労働関係事業  

【個別目標に係る指標（達成水準／達成時期）】  

・施策目標6－1に係る指標1と同じ  

個別目標2 不当労働行為事件を迅速かつ的確に解決・処理する        こと  

【主な事務事業】  
・不当労働行為事件の審査  

【個別目標に係る指標（達成水準／達成時期）】  

・新規申立事件の終結までの平均処舛日数」製－＿（1年6か月以   

内／芸室生）  

・申立てから1年6か月以上係属している事件数」遜⊥（平鹿寺＝   

≡手荒（＝〇＝芹）′ンセ半芸且性／平成韓旦ヱ＿年末）  
漁労働組介法第27粂の1gに基づく「審査の期間のR標」として、   

①新規申立事件については1年6か月以内ので．きる限り短期間   
に終結させるとともに、②長期滞留事件（平成lり年末において  

1年6か月以上係鵜Lている事件）については、平成22年未圭   

でに当事者の理解と協力の卜にできる限り解消を図ることとしノ   
ており、上二記指標はこれに幕づくR標である。  

個別目標3 労使紛争を早期かつ適切に解決すること  【主な事務事業】  
・労働争議のあっせん、調停及   
び仲裁   【個別目標に係る指標（達成水準／達成時期）】  

調整事件の終結までの日数（取下げ事件等を除く）≠蚕2か月  
以内（自主交渉による中断がある事件は3か月以内）で車重製合  
上．ユ．q．q撃と／吾垂生壁）  

評価予定表   

19  20 1 21l 22  2 3   
モニ  実績lモニl実練  実凍  



基本目標Ⅲ  

基本目標Ⅲ 労働者が安心して快適に働くことができる環境を整備すること  
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基本目標Ⅲ  

基本目標Ⅲ 労働者が安心して快適に働くことができる衆境を整備すること  
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基本目標Ⅳ 経済・社会の変化に伴い多様な働き方が求められる労働市場にお  

いて労働者の職業の．安定を図ること  

■   



と同じ   



評価予定琴   

19   20   21   22   23   

実績  実績  実績  実績  実績   

総合FU  

【重】   
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個別目標1創業・新分野進出等における雇用創出に係る支援を       図ること  

【主な事務事業】  

・受給資格者創業支援助成金  

・中小企業基盤人材確保助成金  

・地域雇用開発助成金（地域再  【個別目標に係る指標（達成水準／達成時期）】  

・施策目標2－1に係る指標1と同じ  生中小企業創業助成金）  

／ 、クリヽ ヽ 、′ ／ Wヽ十  ヽ「′一l／1／Vl・l′ヽ t＿－ ‘′l、 、－ ヽ－′  、 －    ） l■’■Jt：■ヽ′■⊂Vl■l′〉六J■」・■ヽ一口／ W■タV  

・中小企業基盤人材確保助成金の支給終㈱  

人数の平均（3人以上（助成金を上乗せしている雇用失業情勢  の改卿成20・2 
度）害意ノ、芸モ＝，55〇ノ〉・／平岩1〇丁度ト  

【主な事務事業】  

・中小企業人材確保推進事業助   

成金  

・中小企業雇用創出等能力開発   

助成金  

・中小企業人材能力発揮奨励金  

個別目標2中小企業等の雇用管理の改善に係る支援を図ること  

【個別目標に係る指標（達成水準／達成時期）】  

・施策目標2－1に係る指標2と同じ  

平岩1〇午ま）  

・中小企業雇用創出等能力開発助成金の対象となった従業員が受   

けた職業能力開発検定等（訓練に密接に関連するものに限る。）   

の合格率（50％以上／馳⊥年度）  

一千．」t企業粗菓和放委託助成金支給後〇認諾芋 

成1針屯斐）  

÷豊  

・中小企業雇用安定化奨励金  

【主な事務事業】  

・雇用調整助成金」壁用調整助  

成金・Lい小企業緊急雇用安定  

個別目標3 事業活動の縮」、筆を余儀なくされた事業所の失業者  

の発生を予防すること  

【個別目標に係る指標（達成水準／達成時期）】  助成金）   



・施策目標2－1に係る指標3と同じ   ・（財）産業雇用安定センターに  

・（財）産業雇用安定センターにおける出向・移籍の成立率（43   おける出向・移籍支援事業  

％以上／平成20年度）  

＼  ′  ヽ  
′  ＼  ′  

個別目標4 離職を余儀なくされる者に対する再就職を援助・促  【主な事務事業】  

進すること  ・再就職援助計画作成・指導事  

業  

【個別目標に係る指標（達成水準／達成時期）】  ・労働移動支援助成金（求職活  

・施策目標2－1に係る指標4と同じ  動等支援給付金）  

・労働移動支援助成金（再就職  

支援給付金）  

・緊急雇用創出事業  

ノ＼   ′ 一．＿ 〈 ′ヽノ ■ヽ■一・・・■・・一  ノTlrご＿」ゝ ＿  一・、 －「′▼一ヽ   し」  ＼■J ヽノ ′Uてノrヽl／  I／・■′UJL L′ 11＿も′  

・再就職支援給付金の支給を受けた事業所が、再就職支援を委託  

した人数のうち、早期再就職が実現した人数の割合（20％以  

上／平成書⇒＝20・2′1年度）   ユゝ上島已lイムー山」」一」dnl・－⊥ゝ人一－、一■－ム人⊥l一色L L濾鈷＿ム＿」＿＿＿   ／Jl覇r177ラ’■＿へJ∠ぺ■つ7J／‘1′〉」．止■▼一’ノ′ヽJl■H′、Jきつ、／ 、クlへ  ヽ   ノ  
個別目標5 出向 移籍実援事業睦ま呑円絹な労陶移動義経進≠  【主な事務事業】  

善幸妻雇用失業情勢の厳しい地域や農林業等の分野  ′臼」Lヽ 一■－．11【▲．■芦≡＝弓■l■1「▲▲・h′．▲＿■ヽ＿、．1－I．．＿ ＞TJ′／：エフTも′Pニ′lJ．芦F刈＝1さマ／I－  

における雇用改善・促進等及び介護の分野における  L、ll1－′llT⊥・′■●ノ■ヽ－＿・・トー⊥ゎー＝－j⊥LL 叫ヽノlノ■qノト⊥Jl「1J′1アイ、lヨノ′－・－⊥βく一■寸‾：7rヽ；  

雇用管理の改善等を図ること  ・ふるさと雇用再生特別交付金  

・地域雇用創造推進事業  

【個別目標に係る指標（達成水準／達成時期）】  ・地域雇用創造実現事業  

・地域雇用創造推進事業の利用求職者等の就職件数（地域雇用創  ・雇用創造先導的創業等奨励金  

造推進事業を実施した地域の実績が、各協議会において年度ごと  ・通年雇用奨励金  

に設定した目標数を上回る／平成20・21年度）  ・建設雇用改善助成金事業  

・ワンストップサービスにおいて能力開発や従業員の雇用等につ  ・建設労働者雇用安定支援事業  

いて相談等を行った建設事業主等のうち、当該相談等を受けて教  ・港湾労働者派遣事業  

育訓練及び労働移動、人材確保対策の推進等の相談に対する具体  ー林業雇用改善推進事業  

的な措置（教育訓練の受講促進、雇用管理改善措置の実施、事業  ・林業就業支援事業  

主都合角宰雇の防止等）を1年以内に講じた事業主等の割合（80  ・農林業等就職促進支援事業  

％以上／平成20・21年度）  ・介護基盤人材確保助成金事業  

・建設教育訓練助成金の助成対象となった技能実習を行った者の  ・介護雇用管理助成金事業  

うち、訓練後、技能検定を受検した者の合格率（80％以上／平  ・雇用管理改善等援助事業  

成20・21年度）  

・港湾労働者派遣事業において、派遣可能労働者の派遣のあっせ   

T
一
℡
 
 
 





‾‾‾丁‾、1lし   



－8－  
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卜斗l 
施策目標3 労働者等の静性に応じた雇用の安定・促進を図ること  

3－1高齢者・障害者・若年者等の雇用の安定・促進を図ること  

【施策目標に係る指標（達成水準／適脚寺期）】  

165歳以上定年企業等禁1）の害恰  障害46％以上＿遥と⊇⊥／／平成20年度）  （48％以上／平成21年度）  

2公共職業安定所における嘩uノ平成20年度）（前年度以上／平成21年度）  

3フリーター数（ピ「冬担（平成15（2003）T）の8割に減少 170万 平成22（2010）年）  

草生特定求職者雇用開発助成金支給対象者の事業主都合離職割合（当該助成金支給後の事業主都合離職割合が対象   

ではない者の事業主都合離職割合以下／平成幸舎20・21年度）  

細字度）  
＿l L－′  †  r11仙⊥【一丁】」＿h  

蛤＝（舎  

個別目標1定年の引上げ、継続雇用制度の導入等による高年齢  

者の安定した雇用の確保を淀遭幸吉図ること  

【主な事務事業】  

・高年齢者雇用確保措置の導入  

促進に係る指導－－そ公共職業安   

【個別目標に係る指標（達成水準／達成時期）】  

・施策目標3－1に係る指標1と同じ  

・中高年齢者トライアル雇用事業の常用雇用移行率（75％以上  ／畔  
・シルバ世事業における就業率（80％以上／平成  

20年度）  

華＿＿＿．  

・定年引上げ等奨励金  

・「70歳まで働ける企業」推進   

プロジェクト  

・高年齢者雇用基盤整備事業  

・求職舌動支援書制度  

・中高年齢者トライアル雇用事   

ー9－  
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年度≠＝  

【個別目標に係る指標（達成水準／達成時期）】  

【主な事務事業】 －‡・1＝ン∴！一人討ヒンタ十 

個別目標年2 障害者に対するきめ細かな相談、職業紹介等を実  

施することを通じて岸棚頻用の安定及び  

促進を図ること  

【主な事務事業】  

・障害者に対するきめ細かな職  

業相談・職業紹介  

・障害者試行雇用事業（トライ  

アル雇用事業）  

・職場適応援助者（ジョブコー  

チ）支援事業  

・民間企業に対する障害者雇用  

【個別目標に係る指標（達成水準／達成時期）】  

・施策目標3－1に係る指標2と同じ  

・障害者法定雇用率達成企業割合（前年庫以上／平成2旦生壁）値  

年度以上／平成2⊥生壁）  
′ヽ 1l▲仙●．．」．＿■丁ごT一．．．L ヽ＝弓r ヽ小」L ⊥h鵬l、′山L」山J㌧  ′」＿l、′■′▼・－rl▲■丁「、   l■ ′、 ′、 ′．l＿暮▲．▲  ／  

率達成指導  

陣害者就業・生活支援センタ  

J→ノW  
軍岩1〇午ま）  

・障害者トライアル雇用事業わ常用雇用移行率（80％以上／平  

成車掌20・21年度）   

二重墓  

・精神障害者の特性に応じた支  

援策の充実・強化   




